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令和元年度答申第１０号 

令和元年５月２７日 

 

諮問番号 平成３１年度諮問第３号（平成３１年４月１８日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

 本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、叔父のＨ（以下

「叔父Ｈ」という。）は軍人として外地で戦死したところ、審査請求人はその

生後すぐに母Ｉ（以下「実母Ｉ」という。）の実家である叔父Ｈの家に連れて

行かれ、以後、そこで生活していたと主張して、Ａ県知事（以下「処分庁」と

いう。）に対し、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和４０年法律

第１００号。以下「特別弔慰金支給法」という。）３条本文の規定に基づき、

叔父Ｈに係る特別弔慰金の請求（以下「本件請求」という。）をしたところ、

処分庁が、審査請求人は叔父Ｈと１年以上の生計関係を有していたとは認めら

れないとして、本件請求を却下する処分（以下「本件却下処分」という。）を

したことから、審査請求人がこれを不服として審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令の定め 

⑴ 特別弔慰金支給法３条本文は、「戦没者等の遺族には、特別弔慰金を支給

する。」と規定しているところ、この「戦没者等の遺族」とは、死亡した者
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の死亡に関し、平成２７年４月１日までに戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭

和２７年法律第１２７号。以下「遺族援護法」という。）による弔慰金を受

ける権利を取得した者をいうとされている（特別弔慰金支給法２条１項）。

そして、遺族援護法３５条１項は、弔慰金を受けるべき遺族の範囲は、死亡

した者の死亡の当時における配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹及び

これらの者以外の三親等内の親族（死亡した者の死亡の当時その者によって

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者に限る。）とすると規定

している。 

⑵ 特別弔慰金支給法２条の２第３項は、上記⑴の「これらの者以外の三親等

内の親族」（以下単に「三親等内の親族」という。）は、先順位者である配

偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹がいない場合であって、当該三親

等内の親族が「死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によって

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者」（軍人たることによる

勤務がなかったならば、この条件に該当していたものと認められる者を含

む。）であるときに限り、戦没者等の遺族とみなすと規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 叔父Ｈは、昭和１５年８月１０日、臨時召集により陸軍飛行第３戦隊に応

召した。 

（遺族台帳の履歴事項） 

⑵ 審査請求人は、昭和１６年ｉ月 j 日、Ｃ府ａ市ｂ区ｄ町ｅ丁目ｆ番地にお

いて父のＪ（以下「実父Ｊ」という。）と実母Ｉとの間に三男として出生し

た。 

（戸籍個人事項証明書、改製原戸籍） 

⑶ 叔父Ｈは、昭和２０年８月１２日、ニューギニアのＢ地において戦死した。 

（改製原戸籍、遺族台帳の履歴事項） 

⑷ 審査請求人は、昭和２１年７月１２日、Ｋ（以下「養父Ｋ」という。）及

びその妻のＬ（以下「養母Ｌ」という。）と養子縁組をした。 

養父Ｋは、実母Ｉと叔父Ｈの兄である（いずれも、父はＭ、母はＮであ

り、養父Ｋが二男、実母Ｉが四女、叔父Ｈが四男である。）。 

（戸籍個人事項証明書、改製原戸籍） 

⑸ Ｍは、昭和２７年１１月２１日付けで叔父Ｈに係る遺族年金及び弔慰金の

受給裁定を、また、昭和２９年７月８日付けで叔父Ｈに係る公務扶助料の受
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給裁定を受けた。 

なお、Ｍは、昭和４８年１２月２０日に死亡した。 

（遺族台帳、除籍謄本（筆頭者：Ｍ）） 

⑹ 養父Ｋは、叔父Ｈに係る特別弔慰金を昭和５０年１１月１５日付け（第２

回）、昭和６０年１０月１５日付け（第４回）及び平成８年２月６日付け

（第６回）で請求し、処分庁は、それぞれ可決裁定をした。 

なお、養父Ｋは、平成１５年１２月３１日に死亡した。 

 （特別弔慰金請求書（昭和５０年１１月１５日付け）、戦没者等の遺族に対

する特別弔慰金請求書（昭和６０年１０月１５日付け）、戦没者等の遺族に

対する特別弔慰金請求書（平成８年２月６日付け）、戦没者等の遺族に対す

る特別弔慰金請求書処理票（平成７年改正法 第六回い号）、除籍謄本（筆

頭者：Ｋ）） 

⑺ 実母Ｉは、叔父Ｈに係る特別弔慰金を平成１７年６月２３日付け（第８回）

で請求し、処分庁は、可決裁定をした。 

なお、実母Ｉは、平成１９年１１月２８日に死亡した。 

（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書（平成１７年６月２３日付け）、 

裁定通知書（平成１８年８月１０日付け）、戸籍全部事項証明書） 

⑻ 審査請求人は、平成２７年６月１９日付けで、Ｇ市長を経由して、処分庁

に対し、特別弔慰金支給法３条本文の規定に基づき、叔父Ｈに係る特別弔慰

金（第１０回）の請求（本件請求）をした。 

（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書（平成２７年６月１９日付け）) 

⑼ 処分庁は、平成３０年３月１５日、審査請求人に対し、「あなたは、戦没

者（Ｈ様）の三親等内親族ですが、あなたから提出いただいた書類及び本県

保管書類等で審査したところ、戦没者の死亡の日まで戦没者と引き続き１年

以上生計関係があったとは認められず、「戦没者等の遺族に対する特別弔慰

金支給法」（昭和４０年６月１日法律第１００号）第２条の２第３項に規定

する戦没者の死亡の日まで戦没者と引き続き１年以上生計関係があった三親

等内親族に該当しないので、あなたは特別弔慰金を受ける権利を有しませ

ん。」との理由を付して、本件却下処分をした。 

（却下通知書、書留・特定記録郵便物等受領証及び配送履歴） 

⑽ 審査請求人は、平成３０年４月２日、審査庁に対し、本件却下処分を不服

として本件審査請求をした。 

（審査請求書） 
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⑾ 審査庁は、平成３１年４月１８日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

叔父Ｈとの１年以上の生計関係が認められない点に不服があり、本件却下処

分の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

叔父Ｈの死亡当時の本籍は、Ｅ地であり、実母Ｉは、昭和１１年８月１５日

に実父Ｊと婚姻をし、父Ｍを戸主とする戸籍（Ｅ地）から除籍されている。審

査請求人は、実父Ｊと実母Ｉの三男として、実父Ｊを戸主とする戸籍（Ｆ地）

に入籍している。叔父Ｈと審査請求人は、同一戸籍にはない。また、審査請求

人は、養父Ｋ及び養母Ｌとの養子縁組により、昭和２１年７月１２日にＭを戸

主とする戸籍に入籍しているが、叔父Ｈの死亡日は、昭和２０年８月１２日で

ある。 

本件のように、死亡した者の死亡当時、死亡した者と別戸籍であった者の生

計関係を判断するに当たっては、請求人からの申立ての内容のみから生計関係

があったとの推測ができる程度では不十分であり、事実関係を確認することが

できる資料の提出を求めた上で総合的に判断すべきである。また、戸籍の記載

のみにより居住地の特定をすることはできない。 

審査請求人は、反論書（平成３０年１０月１日付け）で「実母Ｉはａ市ｂ区

ｄ町ｇ番地で出生したが、産後の肥立ちが悪くなり育児が困難になった為Ｉの

父Ｍと養母ＬがＣからＩの実家（Ｅ地）へつれて帰った。養母は乳呑児を育て

るのに大変苦労したと聞かされていた。重湯を呑ましたり泣いて困った時は近

所の同期に生れたＱさんの母親からもらい乳までして育てた事があったと、審

査請求人が中学生であった頃祖父Ｍが話してくれていたので戦没者と１年以上

生計関係があった。」と主張し、あわせて、生計関係申立書（平成３０年１０

月１日付け）で「戦没者Ｈ世帯は、戦没者自身が独身のまま戦地へ赴いており、

その兄Ｋ夫妻には子がいなかった。そのため、戦没者の姉Ｉの子である請求者

がＰ家の養子となった。戸籍上養子縁組したのは、Ｓ２１年７月１２日だが、

実際には生後すぐにＰ家とともに暮らしていた。」と申し立てた。これらを立

証するものとして提出された資料は、写真（叔父Ｈの背広姿、実父母及び養父

母の紋付き留め袖姿、養母Ｌに抱かれた乳児の審査請求人、養父Ｋと幼児の審

査請求人、養父母夫婦、Ｒ保育園の集合写真、養父母及び叔父Ｈの遺影、叔父
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Ｈの墓、叔父Ｈの軍服姿）、香典帳、恩給扶助料証書、第８回特別弔慰金国庫

債券の証及び昭和４１年６月２５日付け叔父Ｈに対する勲章授与の証である。 

審理員が、審査請求人に対し、審査請求人が提出した上記立証資料のうち、

勲章授与の証及び叔父Ｈの背広姿の写真について、叔父Ｈとの生計関係をどの

ように証明しようとしたのかと質問したところ、審査請求人は、勲章授与の証

については「自分は死亡した者が出征する前に生活していた母の実家で現在ま

でＰ家の後継者として先祖の墓と死亡した者の墓を護り、我が家でこれ迄保管

していた物である。したがって死亡した者と自分は一緒に生活していた証拠で

ある。」と説明し、写真については「勲章授与の証と同様自宅に保管している

アルバムに貼っているものである。」と説明し、「私は死亡した者の生家でＰ

家の後継者として乳飲み子の頃（昭和１６年か１７年）から現在も生活してお

り、死亡した者の死亡は昭和２０年８月１２日であるので死亡した者が死亡す

る前の１年以上生活していたと主張する。」としているが、これらの資料と説

明のみでは、事実関係を裏付ける立証資料とはいい難く、具体的な生計関係の

有無は判然としていない。 

さらに、審理員が、審査請求人に対し、審査請求人がＲ保育園に在籍してい

た旨の申立てを証するとして提出したＲ保育園の集合写真について、当該集合

写真の裏付けとなる在籍期間、在籍当時の住所地、両親・扶養者・親権者等の

氏名等を確認することができる保育園関係の書類の提出を求めたところ、審査

請求人は、当該保育園の当時の経営者宅へ赴いて確認したものの、審査請求人

が在籍していたと主張している時期の資料は処分されていたとのことで、在籍

証明書や名簿等の資料は提出しなかったが、Ｒ保育園の経緯が記載されている

『Ｒ町史』の該当頁を提出し、昭和１９年に当該保育園が他に移転する前に卒

園した旨説明している。当該保育園が移転した時期が昭和１９年のいつ頃であ

るかは不明であるが、叔父Ｈの死亡の日である昭和２０年８月１２日の１年以

上前に卒園した可能性が認められる一方、審査請求人が提出したＲ保育園の集

合写真が撮られた時期は不明であり、その移転前に卒園したか否かは審査請求

人の説明のみであって、これを立証する資料もないし、審査請求人の生年月日

に鑑みると、養子縁組により入籍した昭和２１年７月１２日（５歳６か月）以

降にＲ保育園に在籍していた可能性も排除することができない。結局のところ、

審査請求人が在籍していたと申し立てているＲ保育園について、在籍期間、在

籍当時のＲ保育園の所在地及び審査請求人が在籍していたことの特定はし難い

といわざるを得ない。 
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その後、審理員が、上記審査請求人の説明に関して上記以外の点について立

証資料を求めたところ、Ｑから、Ｒ保育園の集合写真の撮影時期のこと、自分

と審査請求人は昭和１６年ｉ月生まれであること、審査請求人は自分の母親の

母乳を共に飲んで育ち、そのことを母親から聞かされていたとの証言が提出さ

れたが、これらは、事実関係を裏付ける立証資料とはいい難い。 

一方、Ａ県保管資料である第２回、第４回及び第６回の特別弔慰金を受給し

た養父Ｋが提出した「戦没者の遺族の現況等についての申立書」には、審査請

求人に関する記載がない。 

以上によれば、審査請求人が提出した資料、Ａ県保管資料及び厚生労働省保

管資料から、審査請求人が叔父Ｈとその死亡の日まで引き続く１年以上の生計

関係があったことを確認することができないため、審査請求人は、特別弔慰金

支給法２条の２第３項に規定する「死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以

上その者によって生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者」とはい

えない。 

したがって、本件却下処分は適正であると考えられる。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によると、本件請求から本件諮問に至るまでの各手続に要した期

間は、次のとおりである。 

本件請求受付  （Ｇ市） ：平成２７年６月１９日 

（処分庁）：平成２８年１月２６日 

（本件請求から約７か月） 

本件却下処分       ：平成３０年３月１５日 

（本件請求から約２年９か月） 

（処分庁における本件請求受付から約２年

２か月） 

本件審査請求受付（審査庁）：同年４月２日 

審理員意見書提出     ：平成３１年４月１０日 

本件諮問         ：同月１８日 

（本件審査請求受付から約１年） 

⑵ そうすると、本件では、Ｇ市による本件請求の受付から処分庁による本件

請求の受付までに約７か月を要している。Ｇ市は、本件請求を受け付けてか

ら約６か月後の平成２８年１月１２日になって、本件請求に必要な生計関係
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申立書が提出されていないことを審査請求人に伝えている（弁明書の４の⑶）

が、このような形式的審査の手続としては期間を要し過ぎたといわざるを得

ない。 

また、処分庁における本件請求受付から本件却下処分までに約２年２か月

を要している。そのうち、約１年６か月は、処分庁からの照会（平成２８年

７月２８日付け）に対し、厚生労働省が回答（平成３０年１月２３日付け）

するまでに要した期間であるが、当該回答の内容は、「提出された資料は請

求者の申立てのみであり、それを裏付ける当時の資料等の提出はなく、現在

提出されている資料のみで当該生計関係を認めることは困難と判断」したと

いうことに尽きているから、これも期間を要し過ぎたといわざるを得ない。 

なお、処分庁からの照会に対し厚生労働省が回答するという上記の手続は、

他の同種案件でも行われているから、特別弔慰金の請求者と戦没者等との間

の同一生計関係の有無を判断するに当たっては、処分庁が厚生労働省に照会

するとの実務運用がみられるが、この手続に長期間を要することがないよう

にするため、事務処理の合理化及び迅速化に資する方策を検討することが望

まれる。 

上記の点以外では、本件諮問に至るまでの一連の手続に特段違法又は不

当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件却下処分の違法性又は不当性について 

⑴ 本件では、審査請求人が、叔父Ｈの死亡の日（昭和２０年８月１２日）ま

で引き続く１年以上、叔父Ｈによって生計を維持し、又は叔父Ｈと生計を共

にしていたか（叔父Ｈの軍人たることによる勤務がなかったならば、これに

該当していたものと認められる場合も含む。）、すなわち、審査請求人が叔

父Ｈと同一の生計関係を有していたかが問題となっている。 

⑵ 審査請求人は、反論書（平成３０年１０月１日付け）及び生計関係申立書

（同日付け）において、実母Ｉは、審査請求人を出産した後、産後の肥立ち

が悪かったため、出産後すぐに、その実家である叔父Ｈの家に審査請求人を

連れて帰り、それ以降、審査請求人は、そこで生活していた（戸籍上、養子

縁組をしたのは、昭和２１年７月１２日であるが、実際は、生後すぐにＰ家

とともに暮らしていた。）と主張し、複数の写真やＱの証言などを提出して

いる。 

審査請求人は昭和１６年ｉ月ｊ日に出生し、叔父Ｈは昭和２０年８月１

２日に戦死しているため、審査請求人が、叔父Ｈの死亡の日まで引き続く１
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年以上、叔父Ｈと同一の生計関係を有していたといえるためには、遅くとも

昭和１９年夏以降（審査請求人が３歳７か月の頃以降）、叔父Ｈの家で生活

していたと認められることが必要である。 

その観点から本件の資料をみると、まず、Ｒ保育園の集合写真は、その

撮影日付が不明であり、この写真をもって、審査請求人が３歳７か月になる

前からＲ保育園に在籍していたことを示すものということはできない。また、

審査請求人は、「新築前」のＲ保育園を卒園したと主張する（反論書（平成

３１年２月２７日受付））が、Ｒ保育園は昭和１９年に新築移転している

（Ｒ町史）から、審査請求人の生年月日を考えると、審査請求人が卒園した

のは、「新築後」のＲ保育園ではないかと考えられる。 

次に、Ｑの証言は、実母Ｉが審査請求人を出産した後、産後の肥立ちが

悪かったため、審査請求人をその実家である叔父Ｈの家に連れ帰ったという

審査請求人の上記主張を考え併せると、審査請求人が乳飲み子の頃にＱの母

から母乳をもらっていたことの証拠にはなるとしても、その後もずっと審査

請求人が叔父Ｈの家で生活していたことの証拠になるものではない。かえっ

て、実母Ｉは、昭和１８年ｋ月ｍ日にａ市ｈ区ｄ町ｅ丁目ｆ番地において四

男のＳを出産している（除籍謄本（筆頭者：Ｊ）。同じ場所で審査請求人も

出生した。ｄ町は、同年４月１日の分増区によりｈ区が誕生する前は、ｂ区

に所属していた。）から、実家で一時期療養した後、ａ市ｂ区に戻ったこと

になり、その際、審査請求人も一緒に同区に戻ったと考えるのが自然である。 

その他、本件に現れた資料を精査しても、審査請求人が、叔父Ｈの死亡

の日まで引き続く１年以上、叔父Ｈの家で生活していたという事実を確認す

ることができない。 

したがって、審査請求人が、叔父Ｈの死亡の日まで引き続く１年以上、

叔父Ｈと同一の生計関係を有していたとは認められない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問に

係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   原           優 

委   員   中   山   ひ と み 
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委   員   野   口   貴 公 美 


